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今
す
ぐ
準
備
を
始
め
よ
う
。

　現
行
評
価
制
度
の
第
４
サ
イ
ク
ル
を

２
０
２
９
年
度
ま
で
に
受
審
す
れ
ば
新

制
度
の
初
回
受
審
を
焦
る
必
要
は
な
い

が
、「
様
子
見
」
は
お
勧
め
し
な
い
。

理
由
は
３
つ
あ
る
【
図
表
１
】。

　１
つ
目
は
、
新
評
価
が
経
営
に
直
結

す
る
か
ら
だ
。
よ
い
評
価
結
果
が
社
会

に
公
表
さ
れ
れ
ば
学
生
募
集
に
好
影
響

が
期
待
で
き
る
半
面
、「
要
是
正
」
と

な
れ
ば
補
助
金
の
カ
ッ
ト
や
、
最
悪
の

場
合
「
撤
退
命
令
」
ま
で
想
定
さ
れ
て

い
る
。
桐
蔭
横
浜
大
学
の
「
改
組
・
撤

退
も
辞
さ
な
い
覚
悟
」
は
決
し
て
大
げ

さ
と
は
言
え
な
い
。
北
陸
大
学
の
山
本

氏
（
P.
29
）
が
述
べ
る
よ
う
に
、
新

評
価
へ
の
準
備
は
募
集
力
強
化
の
取
り

組
み
と
重
な
る
部
分
が
多
い
。
札
幌
大

学
は
、
募
集
力
強
化
を
視
野
に
、
教
学

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
知
見
が
豊
富
な
人
材

を
招
い
て
教
育
改
革
に
着
手
。
取
り
組

み
が
新
評
価
へ
の
対
応
に
も
つ
な
が
る

と
考
え
て
い
る
。

方
針
だ
。「
Ｓ
Ｔ
比
、
国
家
試
験
や
卒

業
研
究
の
有
無
な
ど
が
異
な
れ
ば
、
学

修
成
果
を
把
握
す
る
手
法
も
お
の
ず
と

異
な
る
。
完
全
に
足
並
み
を
そ
ろ
え
よ

う
と
全
学
部
に
全
く
同
じ
ア
プ
ロ
ー
チ

を
強
要
す
れ
ば
、
現
場
の
疲
弊
や
評
価

の
形
骸
化
、反
発
を
招
く
恐
れ
も
あ
る
」。

　そ
の
う
え
で
、
本
部
は
、
課
題
が
多

い
学
部
を
集
中
的
に
支
援
し
た
い
。
山

本
氏
は
「
１
学
部
の
つ
ま
ず
き
が
全
学

に
波
及
す
る
新
制
度
は
、裏
を
返
せ
ば
、

ど
の
学
部
も
見
捨
て
な
い
と
い
う
全
学

の
姿
勢
が
問
わ
れ
て
い
る
」
と
解
釈
す

る
。
な
お
、
新
制
度
で
も
全
学
の
内
部

質
保
証
は
引
き
続
き
問
わ
れ
る
。
札
幌

大
学
は
、「
全
学
の
教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
担
当
者
を
置
く
こ

と
も
有
効
だ
」
と
話
す
。

　各
学
部
の
進
捗
・
課
題
を
全
学
で
共

有
す
る
こ
と
も
お
勧
め
。「
目
標
達
成

に
向
け
大
同
小
異
で
向
き
合
う
雰
囲
気

作
り
に
注
力
し
て
い
る
。
例
え
ば
、
学

部
の
枠
を
超
え
て
個
々
の
取
り
組
み
や

悩
み
を
発
表
す
る
場
を
設
け
る
こ
と

で
、
心
理
的
安
全
性
が
あ
る
中
で
の
議

論
が
活
性
化
す
る
。
他
学
部
を
参
考
に

分
析
し
て
み
た
い
と
い
う
声
も
上
が
る

な
ど
、
効
果
が
あ
る
」（
日
本
大
学
）。

      

各
教
職
員
が
役
目
を
果
た
し
て
こ

▶結果が資源配分に反映される、踏み込んだ制度。国家財政上必要とされる
大学でないと生き残れない。もし、望ましくない結果の学部が出たら、改組・撤退
も辞さない覚悟で本学は臨んでいる（桐蔭横浜大学）
▶「評価対応コストではなく、選ばれるための大学への投資」「締め切り対応で
はなく、経営戦略」の姿勢で臨むべきではないか。評価対応は、退学率の改善
や募集力の強化にもつながる教育改革の一環（山本氏）
▶教育力向上を見据えた教育改革と大学のイメージ改革も併せて行うことによ
り、経営を左右する学生募集力を強化できる（札幌大学）
▶「要是正」の判定を受けた学部学科があると、大学全体の改組に影響を与え
る（近畿大学＊1）

▶現状の確認と対応準備には時間がかかる。しかも、新制度では学修成果を継
続的に把握してきた蓄積が問われる。例えば2030年度受審の場合は2029年
度までの取り組みの自己点検・評価が評価対象なので、実質、あと３年しかない
（山咲氏）
▶大学の規模や組織の在り方によっては、体制整備の変更だけでも時間がか
かる（日本大学）
▶１学部でも「要是正」になれば全学に影響が及ぶ。学部学科単位のアセスメ
ントプランが整備されていない場合は早急に対応が必要（近畿大学＊1）

▶教育のあり方そのものの転換を要求されている（桐蔭横浜大学）
▶教育の質向上には学年進行という時間の壁があり、完成まで４年間ないし６
年間を要する。今すぐカリキュラム改革に着手したとして、新制度第１サイクルに
間に合うかどうか（山本氏）
▶制度やしくみをつくるだけでも時間がかかるが、組織に根付かせるのにはさら
に数年かかる（札幌大学）
▶学生の多様化が進む中、学位の意味を問い直す必要があり、時間を要する。
制度を待たずとも取り組むべき（日本大学）

　２
つ
目
は
、
準
備
に
時
間
が
か
か
る

か
ら
だ
。「
養
成
す
べ
き
人
材
像
」や
Ｄ

Ｐ
の
見
直
し
か
ら
始
め
て
、
全
学
部
の

内
部
質
保
証
体
制
が
整
う
ま
で
に
通

常
、
数
年
は
か
か
る
。
学
部
自
治
が
強

く
、
統
一
し
た
動
き
が
取
り
に
く
い
大

学
な
ど
、
合
意
に
時
間
が
か
か
る
組
織

は
な
お
さ
ら
早
く
着
手
す
べ
き
だ
ろ
う
。

　３
つ
目
は
、
体
制
整
備
後
、
成
果
が

出
る
ま
で
の
時
間
も
必
要
だ
か
ら
だ
。

新
制
度
で
は
、
学
生
の
成
長
を
示
す
エ

ビ
デ
ン
ス
や
、
そ
の
た
め
の
取
り
組
み

の
蓄
積
が
評
価
対
象
に
な
る
た
め
、
受

審
年
度
よ
り
も
前
に
体
制
が
完
成
し
て

い
る
こ
と
が
前
提
と
な
る
。
新
し
い
体

制
で
の
質
保
証
が
学
部
に
根
付
く
ま
で

の
時
間
か
ら
逆
算
す
る
と
、
様
子
を
見

て
い
る
余
裕
は
な
い
の
で
は
な
い
か
。

      

社
会
に
教
育
力
を
示
す
に
は
、
２

つ
星
以
上
を
め
ざ
し
た
い
。

　学
部
教
育
の
質
を
示
す
段
階
別
評
価

は
、法
令
等
の
水
準
ク
リ
ア
が
１
つ
星
、

高
い
教
育
成
果
が
期
待
さ
れ
る
と
２
つ

星
、
成
果
を
挙
げ
て
い
る
と
３
つ
星
に

な
る（
P.
８
）。受
験
生
か
ら
選
ば
れ
た

い
な
ら
３
つ
星
を
め
ざ
し
た
い
。
取
材

大
学
か
ら
は
、「
高
校
生
の
志
望
優
先

順
位
が
固
定
化
さ
れ
た
エ
リ
ア
で
競
争

に
勝
つ
に
は
３
つ
星
は
必
須
」（
札
幌

大
学
）、「
求
め
ら
れ
て
い
る
の
は
、
学

生
が
成
長
で
き
る
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
と
そ

の
証
明
だ
け
。
２
つ
星
以
下
で
は
自
学

の
存
在
意
義
を
示
せ
な
い
」（
桐
蔭
横

浜
大
学
）と
い
っ
た
方
針
が
聞
か
れ
た
。

　し
か
し
２
つ
星
以
上
の
獲
得
は
簡
単

で
は
な
い
。「
星
の
数
を
目
的
に
せ
ず
、

学
部
教
育
の
実
質
を
先
に
作
れ
ば
星
は

結
果
と
し
て
つ
い
て
く
る
。
書
類
整
備

で
対
応
し
て
き
た
大
学
が
、
全
学
で
一

挙
に
学
修
者
本
位
の
教
育
に
転
換
す
る

の
は
容
易
で
は
な
い
。
進
ん
で
い
る
学

部
で
モ
デ
ル
を
つ
く
り
、
横
展
開
し
て

は
」（
山
本
氏
）。「
国
の
政
策
だ
か
ら
と

理
由
づ
け
る
だ
け
で
は
学
内
で
納
得
さ

れ
に
く
い
。
中
期
計
画
な
ど
と
ひ
も
づ

け
、
学
部
の
強
み
や
成
果
の
根
拠
集
め

を
」（
奈
良
女
子
大
学
山
咲
氏
。P.
27
）。

      

学
部
の
現
状
把
握
か
ら
始
め
よ
う
。

　新
制
度
受
審
に
備
え
、
学
部
ご
と
に

教
育
の
質
向
上
を
推
進
す
る
手
順
を
７

ス
テ
ッ
プ
に
ま
と
め
た
【
図
表
２
】。

　ま
ず
は
学
部
の
現
状
を
客
観
的
に
把

握
（
ス
テ
ッ
プ
❶
）。
新
た
な
評
価
で

求
め
ら
れ
る
要
件
と
の
ギ
ャ
ッ
プ
を
可

視
化
し
、
全
学
が
め
ざ
す
ゴ
ー
ル
を
定

め
（
ス
テ
ッ
プ
❷
）、
ゴ
ー
ル
に
導
く

た
め
の
推
進
体
制
を
構
築
す
る
（
ス

テ
ッ
プ
❸
）。
大
学
本
部
と
現
場
を
仲

介
す
る
学
部
長
が
推
進
リ
ー
ダ
ー
と
な

る
が
、
１
人
で
進
め
る
の
は
難
し
い
。

ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
（
Ｗ
Ｇ
）の
設

置
や
本
部
の
支
援
も
不
可
欠
だ
。

　養
成
す
る
人
材
像
、３
つ
の
ポ
リ
シ
ー
、

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
、ア
セ
ス
メ
ン
ト
プ
ラ

ン
の
見
直
し
と
学
部
内
の
内
部
質
保
証

体
制
構
築
は
セ
ッ
ト
で
行
う（
ス
テ
ッ

プ
❹
〜
❻
）。達
成
度
評
価
の
基
準
と
な

る
ス
テ
ッ
プ
４
の
Ｄ
Ｐ
の
見
直
し
は
、

と
り
わ
け
丁
寧
に
行
い
た
い
。「
学
位

分
野
の
国
際
水
準
や
社
会
の
ニ
ー
ズ
を

反
映
し
、
か
つ
客
観
的
に
測
定
で
き
る

か
を
徹
底
的
に
確
認
す
べ
き
」（
桐
蔭

横
浜
大
学
）。
前
任
校
、
現
所
属
校
で

学
部
長
を
務
め
た
山
本
氏
は
、「
理
想

像
で
は
な
く
、
目
の
前
の
学
生
を
ど
こ

ま
で
育
て
上
げ
て
送
り
出
す
の
か
、
時

間
を
か
け
て
議
論
し
た
。Ｄ
Ｐ
が
納
得

感
を
持
っ
て
共
有
さ
れ
る
と
、
教
員
が

科
目
を
自
身
の
所
有
物
の
よ
う
に
考
え

て
し
ま
う
『
科
目
中
心
主
義
』
か
ら
脱

却
し
や
す
い
」と
い
う
。
日
本
大
学
も
、

「
教
員
は
、
全
体
の
絵
（
カ
リ
キ
ュ
ラ

ム
マ
ッ
プ
）
の
中
で
自
身
の
科
目
が
ど

の
部
分
を
形
成
す
る
の
か
を
理
解
す
る

機
会
を
設
け
る
必
要
が
あ
る
」と
話
す
。

　し
く
み
の
実
行
後
は
、
機
能
を
点
検

し
な
が
ら
改
善
を
重
ね
る
（
ス
テ
ッ
プ

❼
）。「
教
職
員
に
よ
る
自
己
評
価
で
は

な
く
、Ｉ
Ｒ
に
よ
る
調
査
や
、
企
業
、

学
生
ら
の
声
か
ら
判
断
」（
札
幌
大
学
）。

      

理
解
あ
る
教
員
と
共
に
、
着
手
し

や
す
い
改
革
か
ら
進
め
る
。

　大
学
基
準
協
会
の
調
査
に
よ
る
と
、

教
員
の
教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
認
知
度

は
低
い（
P.
27
）。認
知
が
な
け
れ
ば
当

事
者
意
識
を
持
ち
よ
う
が
な
く
、
指
示

へ
の
抵
抗
も
想
定
さ
れ
る
。
今
は
教
員

の
理
解
を
得
ら
れ
た
大
学
も
、
こ
う
振

り
返
る
。「
教
員
の
認
知
度
が
低
い
の

は
、
教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
が
職
員
の
事

務
仕
事
で
終
わ
り
、
教
員
の
仕
事
に
影

響
し
て
い
な
か
っ
た
と
い
う
こ
と
」（
桐

蔭
横
浜
大
学
）。「
こ
れ
ま
で
教
学
執
行

部
と
担
当
事
務
局
を
中
心
に
進
め
す
ぎ

て
い
た
た
め
、今
は
、毎
月
、教
員
対
象

の
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
開
催
し
、
理
解

と
参
画
を
促
し
て
い
る
」（
札
幌
大
学
）。

　各
大
学
の
工
夫
を
【
図
表
３
】
に
ま

と
め
た
。
文
科
政
策
に
つ
い
て
の
日
常

的
な
情
報
提
供
と
共
に
、
ビ
ジ
ョ
ン
や

養
成
す
る
人
材
像
の
策
定
自
体
を
研
修

と
し
て
行
う
方
法
が
、
当
事
者
意
識
を

育
て
る
に
は
有
効
な
手
法
で
あ
る
よ
う

だ
。
先
の
札
幌
大
学
の
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ

プ
で
も
Ｄ
Ｐ
等
を
実
際
に
策
定
し
て
い

る
。
山
本
氏
は
、「
ま
ず
改
革
の
焦
点

を
一
科
目
に
絞
り
、
そ
こ
で
出
し
た
成

果
を
き
っ
か
け
に
他
の
教
員
の
関
心
と

支
持
を
広
げ
て
い
く
」
と
述
べ
る
。

      

無
理
に
そ
ろ
え
ず
、
課
題
の
あ
る

学
部
に
ノ
ウ
ハ
ウ
共
有
、
集
中
支
援
。

　新
制
度
で
は
、
１
学
部
で
も
「
要
是

正
」
に
な
る
と
大
学
全
体
が
「
要
是
正
」

評
価
に
な
る
。
温
度
差
が
あ
り
課
題
も

異
な
る
中
、
学
部
間
の
足
並
み
を
そ
ろ

え
る
た
め
の
ポ
イ
ン
ト
を
山
本
氏
の
話

を
基
に
ま
と
め
た
【
P.
26
図
表
４
】。

　「要
是
正
」
の
回
避
は
絶
対
条
件
だ

が
、
全
学
部
に
同
じ
要
件
を
課
す
と
、

か
え
っ
て
学
部
の
主
体
性
を
損
な
う
。

16
学
部
を
擁
す
る
近
畿
大
学
   ＊1

　もそ
の

そ
、
内
部
質
保
証
が
機
能
す
る
。

　各
自
が
そ
れ
ぞ
れ
の
役
割
機
能
を
発

揮
し
て
こ
そ
、質
向
上
の
体
制
が
整
う
。

期
待
さ
れ
る
役
割
を
【
図
表
５
】
に
ま

と
め
た
。
全
学
方
針
を
決
め
て
示
し
、

法
人
と
協
議
し
な
が
ら
必
要
な
リ
ソ
ー

ス
の
手
配
や
調
整
を
行
う
の
は
、
執
行

部
で
あ
る
学
長
や
担
当
副
学
長
の
役

割
。
そ
の
下
で
全
学
の
内
部
質
保
証
を

進
め
る
実
務
部
隊
が
全
学
の
教
学
企
画

部
門
だ
が
、
学
部
へ
の
周
知
は
、
学
長

や
副
学
長
が
自
分
の
言
葉
で
行
う
こ
と

を
山
咲
氏
は
勧
め
る
。

　教
学
企
画
部
門
の
担
当
者
に
つ
い
て

は
、「
内
部
質
保
証
に
明
る
く
、
行
動

的
な
教
職
員
を
複
数
配
置
す
る
」（
札

幌
大
学
）
こ
と
が
望
ま
し
い
が
、
適
切

な
人
材
が
見
つ
か
ら
な
い
場
合
、
山
咲

氏
の
所
見
（
P.
27
）
が
参
考
に
な
る
。

　学
部
長
は
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
責
任

者
と
し
て
、
大
学
の
方
針
を
自
学
部
の

状
況
に
合
わ
せ
て
翻
訳
、
導
入
し
（
詳

細
は
P.
29
）、
学
科
長
は
実
務
を
行
う

が
、
管
理
職
だ
け
で
は
難
し
い
た
め
、

学
部
内
に
推
進
チ
ー
ム
を
つ
く
る
と
よ

い
。
教
育
の
当
事
者
で
あ
る
一
般
教
員

に
つ
い
て
は
一
人
ひ
と
り
の
、
質
保
証

へ
の
自
覚
的
な
取
り
組
み
が
求
め
ら
れ

る
。「
教
員
個
人
の
努
力
に
頼
る
の
で

は
な
く
、
教
学
企
画
部
門
の
専
門
職
や

職
員
な
ど
の
支
援
人
材
が
組
織
的
に
関
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＊取材を基にBetween編集部にてまとめ 

【図表1】今すぐ「新たな評価」に向けた準備に取り組むべき３つの理由
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日本私立大学協会附置 私学高等教育研究所主幹
学校法人就実学園理事長

西井 泰彦

識者に聞く！

私立学校の役割を踏まえた教育の質保証と評価に向け
私立大学の教育力向上と経営・財政の安定化

＊公立・私立の大学や高等専門学校が設備、授業等について法令に違反している場合に国が勧告できる規定。改善されない場合は変更命令、組織の廃止命令まで可能

「新たな評価」制度×私学経営

̶̶質保証や認証評価のこれまでの変遷は？
　これまでの日本の認証評価は、アメリカ型の国から独立した第三
者機関による相互評価が基本でした。「新たな評価」制度は、評価
の視点や大学への措置などに国の意向が色濃く反映されており、
実質的に国が主導するイギリス型や韓国型に近づいています。自主
的で多様な学生に対する特色ある教育を実施している私立学校を
画一的な国の評価基準で優劣をつける「新たな評価」制度は、私立
大学の教育や運営に大きな影響を与えます。
　質保証政策を振り返ると、大きな節目は1991年の大学設置基準
の大綱化です。大学や学部を比較的自由に設置できるようになった
一方で、その質の改善が各大学に求められました。しかし、自己点
検・評価が十分に機能したとは言い難く、2004年度には第三者に
よる認証評価制度が導入されました。その後、新設大学等に対する
設置計画の履行状況等調査（ＡＣ）の実施、私学助成の傾斜配
分、経営指導・支援などを通じて、質保証の推進と、定員未充足校
や経営困難校などの改善指導のしくみが強化されてきました。ただ
し、設置認可申請に対する審査は構想や計画の段階の審査であ
り、ＡＣも計画の実施状況の確認にとどまっています。開設後は学校
教育法第15条＊に基づく是正や閉鎖などを国が命令する権限はあ
りますが、法令違反等がある場合に限られます。このため、教育や経
営に課題がある大学に対して国が措置できることは限られています。
̶̶私学経営の面から見た現状の認証評価の課題は？
　課題の一つは評価の信頼性です。評価を受けた大学で「不適合」
は非常に少なく、殆んどが「適合」です。適合となっても、その後に募
集停止となる大学や短大もあります。定員の充足状況や財政状況
の評価が難しく、法人経営の持続性までは確認できないためです。財
務やガバナンスの確認は、高校以下の学校部門を設置している法
人であっても大学部門が中心で、組織全体にまで目が届きません。
　第二に、点検・評価が改善につながりにくい点です。いったん「適
合」と評価されれば、提起された改善課題への対応が十分でなくて
も運営は継続できます。「保留」または「不適合」となっても、対症療
法的な改善や大学の名称変更などで対処できました。
　第三に、評価結果に対する社会の認知度が低いことも課題で
す。評価結果の公表義務化によって、社会からの批判を受け止めて
各大学が改善に動くことを国は期待してきました。情報公開を通じ
て、課題のある大学への社会的な選別と淘汰も想定されていまし
た。しかし、現状では認証評価制度そのものの認知が低く、社会が
大学を監視するための材料としても活用されていません。
　以上のような評価制度の問題点を受けて、国は認証評価制度を
大きく見直し、補助金との結び付きを強化しようとしています。これま
での認証評価では補助金配分への反映は慎重でした。新制度では
その前提が変更されます。修学支援新制度に影響が及ぶ可能性も
あります。この支援制度に依存している私立大学では重く受け止め

る必要があります。特に注意すべきことは、新制度では評価結果が
「要是正」の大学は、改善の見通しが立たない場合に、学校教育法
第15条の適用も含めて厳格に対応する方針が示されていることで
す。経営面で適正を欠く場合には、理事および評議員の役員等の
解任の勧告も可能です（私立学校法133条）。教学と経営に国が
関与できる枠組みが整備されることを私学としても認識すべきです。
̶̶学部単位の質保証が求められることの影響は？
　学部自治が強い大規模な総合大学では、課題のある学部が可
視化され、学内改革を進める材料になりますが、学部間の競争や対
立を強めることにもなります。特定学部の低評価や補助金削減など
で、大学全体の印象が左右される恐れもあります。ただし、受験生に
とっては学部間の優劣は学部選択への影響は少ないでしょう。いず
れにせよ、特定学部だけの問題ではなく、大学全体のマネジメントが
問われます。学部評価に関しては学生の満足度が注目されています
が、教員全体の教育力を向上させることがさらに大切です。このた
め、教員の人事考課や研修の必要性が増します。
̶ 「̶新たな評価」時代に、中小私大が生き残るには？
　進学率が50％を超えるユニバーサル段階の高等教育において
は、多様な学生を受け入れてその能力を底上げする役割を私立大
学が担っています。中小規模大学においてはＳＴ比が低く、大規模
大学より丁寧な教育指導が可能です。私立学校では単に知識や技
術を教えるだけでなく、人間社会を有為に生きていくために必要な資
質の形成、例えば、自主自立精神の確立、人間性や徳性の涵養、
宗教的情操や価値観の形成、実学志向や社会への貢献意識の育
成などの「建学の理念」に基づく全人的な教育活動を展開していま
す。これらが備わってこそ教育の質の保証となります。
　私学教育では個々の教職員の教師力や職員力を高めて学生の
成長の「伸びしろ」を広げることが最重要です。学生の知識や学力
の習熟度で大学や学部を一律に評価するのではなく、私立大学や
学部の存在意義と役割を踏まえた評価が期待されます。江戸時代
の寺子屋や明治期からの初等中等教育が国民の勤勉性と基礎学
力を育み、その後の近代化のベースとなりました。少子化が進行す
る現在の日本社会においても、私立大学は大多数の学生を次の時
代を支える社会人に成長させる役割を担っています。
　ハイレベルの科学技術教育や理数系教育が求められています
が、社会人としての基礎力や時代変化への適応力を備えた人材を
養成することで社会の知的基盤は強化されます。私立大学は今こ
そ社会的な存在意義を再確認して、私学教育の質を一層高める取
り組みを推進しなければなりません。また、教育力の向上という視点
を念頭に置きながら、適確な経営体制と財政運営が伴うことが不可
欠です。私学の強みを伸ばして弱みを補うための前向きな経営判断
が必要になるでしょう。「新たな評価」制度を自学の役割と課題を検
証する機会にすることを願います。

にしいやすひこ●1973年日本私学振興財団（現・日
本私立学校振興・共済事業団）に入職。京都学園
（現・永守学園）理事長等を経て、2015年より私学高
等教育研究所主幹、2016年より就実学園理事長。
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